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ISO 9001:2015, ISO14001:2015 認証への移⾏に関するご連絡  (第一報)  
 
拝啓、益々ご清栄の事とお喜び申し上げます。 
 
さて、既にご存知のように、ISO9001 及び ISO14001 規格の継続的な妥当性を考慮し改訂の必要性を決定するために
ISO マネジメントシステム規格に対しての定期的かつ体系的な⾒直しが実施されます。ISO 9001 は、このような改訂
プロセスを経て、ISO 9001:2015 として、また ISO14001 も同様に ISO14001:2015 として、何れも 2015 年 9 月
頃に発⾏される⾒込みとなっています。この新たな版は、現⾏の ISO9001:2008 年度版及び ISO14001:2004 年版を
夫々置き換えることになります。本レターでは、既存の認証書の移⾏についての⼿引きをご説明させていただきます。 
 

移⾏の取決め及び認証書の有効期限について 
 
移⾏期間は、ISO 9001:2015、及びISO14001:2015の発⾏⽇から3年間です。この期間中、現在のISO9001:2008年
度版及びISO14001:2004年版の認証書は引き続き有効です。 
 
新規格発⾏後に弊社は認定機関による移⾏審査を受審し、新規格への認定移⾏を認められた後に、弊社より新規格の認
証書が発⾏可能となります。 弊社では新規格発⾏後できるだけ速やかにこの移⾏認定を受けるよう最⼤限努⼒いたし
ますが、認定機関の認定審査スケジュールやリソース状況に依存せざるをえないことをあらかじめご了承願います。 
 
認証書移⾏に関するいくつかのポイントを以下に説明させていただきます。 

� ISO9001:2008 年度版及び ISO14001:2004 年版の全ての認証書は、上記 3 年の移⾏期間中に新規格に移⾏
する必要があります。 

� この 3 年間の中で、お客様の移⾏準備が整った段階で、通常予定された監査(定期⼜は更新監査)において移⾏
することができます。規格の変更の度合いにより、通常予定された監査の工数に対して相応の追加工数が必要
となります（定期監査での移⾏は 0.5-1.0 工数程度、更新監査での移⾏は 0.5 工数程度の⾒込みです）。 

� 移⾏が通常予定された定期監査で実施される場合、認証書の有効期限は現⾏版の有効期限と同じとなります。 
� 移⾏が通常予定された更新監査で実施される場合、認証書の有効期限は現⾏版の有効期限から 3 年間となりま

す。  
� 移⾏期間中に現⾏版で発⾏された認証書の有効期限は、移⾏期限と対応させる必要があります。(移⾏期限

=2008 年度版あるいは 2004 年版の有効期限であり、この有効期限を越えない範囲での期限設定となりま
す。) 
 

弊社では、現在の版にて認証取得済みのお客様が、新規格の導入を適切に⾏って頂く為、できるだけ早く規格の変更内
容を確認され、以下のｽﾃｯﾌﾟを考慮されることをお勧め致します。: 
 

1. 新規格の理解を深め、新規格に適合するために対応する必要のあるギャップの特定。 
2. 導入計画の作成。 
3. 関連する要員に対する適切なトレーニングや意識付け。 
4. 改訂された要求事項に適合する為のマネジメントシステムの更新、及びその有効性の検証。 
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弊社では、規格の説明会、あるいはギャップ分析ｻｰﾋﾞｽ（有料）を通して、お客様の新規格への対応を支援させて頂く
準備を進めております。具体的なスケジュール、実施方法につきましては、順次、弊社 Web サイトに掲載して参りま
すので、併せてご確認下さいませ。現規格から新規格への変更内容については、下記リンクに情報を掲載しております。 

URL  http://www.dnv.jp/services/certification/about/iso_revised/index.asp 
 
規格の変更内容や移⾏の取決めについてご質問がございましたら、弊社の下記担当までお問合せください。 なお、今
後も続報にて更に詳細なお知らせをする予定にしております。 
 
神⼾事務所：メール            japan.info@dnvgl.com 

電話              078-291-1321 
⾒積・契約関係その他全般的なお問い合わせ 営業部 深町 正規 
規格変更内容に関するお問い合わせ     技術部 ⼾塚 丈博 
移⾏要領に関するお問い合わせ       品質部 赤倉 毅 

 
以上、宜しくお願い申し上げます。                                  敬具 
 
DNV GL ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社  
代表取締役社⻑ 
前田 直樹 
 


